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令和５年第１回杵築市議会定例会の開会にあたり、冒頭ひとこと挨

拶を申し上げます。 
後ほど当初予算の概要の中で詳しく説明申し上げますが、令和５年

度一般会計当初予算では「子育て世帯支援」を重点施策の１つとして

います。これを４つの事業で取り組みます。  
まず、１つ目の「出産・子育て応援事業」では、妊娠届出時から妊

婦や子育て世帯に寄り添い、身近で相談に応じ、関係機関とも情報共

有しながら必要な支援につなぐ「伴走型相談支援」の充実を図るとと

もに、妊娠届出時に５万円の支給を行う「出産応援給付金」及び産後

に５万円の支給を行う「子育て応援給付金」により経済的支援も一体

として実施します。  
２つ目の「すくすく子育て応援事業」では、準備費用が多額となる

時期の小学校及び中学校入学時にそれぞれ５万円分の商品券を配付し、

子育て世帯の経済的支援を行います。 
３つ目の「子ども・子育て支援給付事業」では、現在、国において、

３歳以上の幼児教育・保育の無償化、さらに県において、第２子以降

の保育の無償化が実施されています。市としましては、第１子の保育

料の無償化を実施することにより、０歳から５歳までの全ての子ども

の幼児教育・保育の完全無償化を実現し、就学前の子どもの健やかな

成長のための環境を確保していきます。 
４つ目の「健やか子育て支援事業」では、高校生まで医療費無償化

を行い、保護者の経済的負担を軽減するとともに、疾病の早期発見、

早期治療を促進します。 
この４つの事業の実施により、子どもと家庭の福祉・保健その他の

支援、子どもの権利利益の擁護を一元化し、妊娠期から高校卒業まで

切れ目のない支援体制の構築に取り組んでまいります。 
 
さて、新型コロナウイルス感染症につきましては、年末年始にかけ
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て第８波のピークを迎え、県内でも１月６日に過去最多の３，９９８

人が確認されました。しかし、１月中旬以降は感染者数が全国的にも

減少傾向に移行し、第８波はピークを越えて収まりつつあります。 
ワクチン接種についてですが、本市では昨年の９月３０日からオミ

クロン株対応ワクチンの接種を開始し、２月７日時点では県平均４３ 
％の接種率に対して杵築市は約５１％の接種率となっています。今後

もワクチン接種の推奨等を行い、次の第９波への備えに取り組んでま

いります。   
このような中、国は新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類

を、特段の事情が生じない限り、令和５年５月８日から季節性インフ

ルエンザなどと同じ「５類感染症」に位置づけることとし、コロナ対

策は大きな転換期を迎えることとなります。今後、「医療費の公費負

担 」、 「医療提供体制 」、 「ワクチン接種」など各種政策・措置が見

直される予定ですが、本市としましては、市として速やかな支援と情

報提供に努め、安心・安全な日常生活の回復や社会経済活動の活発化

により一層取り組む所存です。 
 
それでは、議案第１号から議案第１０号までの令和５年度各会計当

初予算の概要について、順次説明を申し上げます。 
 各会計別では、一般会計１７５億円、ケーブルテレビ事業特別会計

ほか４つの特別会計合計で、８８億８，３８０万１千円、水道事業会

計ほか３つの公営企業会計の収益的支出と資本的支出の合計では、５

９億９，８８６万８千円としました。 
全て合わせますと、３２３億８，２６６万９千円の予算規模となり

ます。 
 
はじめに、令和５年度杵築市一般会計予算について申し上げます。

予算の総額は、前年度比１．３％、２億３，０００万円増の１７５億
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円です。 
まず、歳入ですが、市税については、前年度比１．０％、２，９４

３万１千円減の２９億９，７８０万９千円としました。新型コロナウ

イルス感染症の影響や過去の調定額、納税義務者数の推移等を考慮し、

市民税と固定資産税の減額を見込んでいます。地方財政計画を考慮し

て、臨時財政対策債は、前年度比６６．７％、１億円減の５，０００

万円としました。また、地方交付税については、前年度比１．５％、

１億円増の６７億２，０００万円としました。 

令和５年度の歳入一般財源の額は、前年度比０．３％、２，７８３

万７千円増の１０８億２，０５９万７千円としました。 
基金繰入金については、市有施設整備基金繰入金４，０７０万円、

地域活力創出基金繰入金２億８，６４０万円、ふるさと杵築応援基金

繰入金５億７，１３０万円などを計上しています。なお、財政調整基

金からの繰入れは３年連続行っておらず、未来戦略推進プランの目標

である財政調整基金残高２０億円を確保しています。その他の特定目

的基金についても、基金残高を保ちながら、効果的な事業充当を行い、

財政収支の均衡を図っています。 
 

次に、歳出ですが、物価高騰の影響等を加味した上で、未来戦略推

進プランに沿った予算編成としています。 
それでは、主な事務事業について、款を追って、説明を申し上げま

す。 
まず、総務費では、子育て世帯の支援策として、医療費無償化を高

校生まで拡大する経費と小学校・中学校入学時に５万円の商品券を配

付する経費を計上しました。また、令和７年度からの第３次杵築市総

合計画を策定する経費、交通安全施設、住民自治協議会への支援事業、

ふるさと寄附金特産品贈答事業、大分県知事・県議会議員選挙、市議

会議員選挙などの経費を計上しています。 
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民生費では、令和５年度から保育料完全無償化を実施する経費を計

上しました。また、重層的支援体制整備事業、児童発達支援事業、障

がい者自立支援給付事業、後期高齢者医療事業費などの予算額を確保

しています。 
 
衛生費では、妊娠届出及び出生届出から乳児家庭全戸訪問までの間

に面談を行った妊産婦等に対し、経済的支援としてそれぞれ５万円を

支給する経費、心房細動の早期発見・治療を行い健康寿命の延伸を目

的とする事業に要する経費を計上しました。また、公共施設や避難所

における感染対策物品購入費用、新型コロナウイルスワクチンの接種

を行う経費とワクチン接種を行うために必要な体制を整備する経費、

地域病院としての市立山香病院への繰出しを行う経費などの予算を計

上しています。 
 
農林水産業費では、本市の基幹産業である一次産業の振興のため、

新規就農者及び親元就農者に対する支援事業、市内の酪農農家や肥育 
・繁殖農家による機械導入及び施設整備、園芸作物の栽培施設等の助

成及び水田畑地化を推進する園芸品目への助成、森林環境譲与税を活

用した森林整備施策の推進に係る経費等も継続して予算を計上してい

ます。 
耕地事業については、中山間地域等直接支払事業、多面的機能支払

交付金事業、県施行農業土木事業、企業参入に係る園地整備事業に要

する経費を継続計上しています。また、熊野農免農道の舗装修繕と道

路等整備原材料費など農業施設整備支援に要する予算を増額計上して

います。 
水産事業については、アサリ資源の回復を図るための水産多面的機

能発揮対策事業や種 苗
しゅびょう

の放流のための経費、美濃崎漁港物
もの

揚場
あ げ ば

の整
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備に係る経費を継続計上しています。 
 
商工費では、商工業振興・観光振興ともに、新たな地域雇用の拡大

及び地域経済の発展を図る企業立地促進補助金、雇用の確保を図る八

坂・東地区工業団地整備事業、杵築ブランド強化推進事業などの予算

を計上しています。 
 
土木費では、道路・橋梁・トンネル・法面等の長寿命化に要する経

費の予算を確保し、継続事業である鹿倉
か く ら

線
せん

、重永
しげなが

吉野
よ し の

渡
わたり

線
せん

、大左右
だ い そ う

線
せん

の改良工事を実施し、インフラの整備を進めます。県営事業で実施す

る土木工事や急傾斜地崩壊対策事業、港湾・海岸施設整備工事などの

県営工事負担金については、積極的に予算編成をしました。 
 
消防費では、防災ラジオ無線化のための送信所設備設置に要する経

費など、市民の安全・安心を最優先とし、消防、防災事業を予算計上

しています。 
 
教育費では、学校現場において、複式学級や特別支援教育を充実さ

せるため、必要な支援教諭、支援員の配置、外国語指導助手の配置、

教員の負担軽減を図るためのスクール・サポート・スタッフを配置す

る経費などを計上しています。 
また、歴史的建造物や文化財の保存に係る官学連携事業、伝統的建

造物群保存地区の土塀の修理や指定文化財の補修に係る補助金、国指

定史跡「杵築城跡」の保存、活用、整備を実施する経費を計上してい

ます。 
このほか、学校給食センター、図書館、文化施設、体育施設の管理

経費等を予算計上しています。 
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災害復旧費では、予期せぬ災害に迅速に対応するため、過去５年間

の平均額を予算計上しています。 
 
公債費では、令和４年度に約８億２千万円の繰上償還することに伴

い、元利償還額を減額した予算を計上しています。 
 
全体として、市税の伸びが見込めない中、歳出では、人件費、扶助

費、公債費の義務的経費が大幅に減少しましたが、物価高騰の影響が

大きく、特に学校、福祉施設、図書館、文化施設などの光熱費の高騰

により、歳入の一般財源が不足するため、特定目的基金を活用した予

算編成となっています。引き続き、未来戦略推進プランに掲げた取組

や目標を推進しつつ、人口減少対策や子育て世帯への支援に重点を置

いた事業に取り組んでまいります。 
 
以上、令和５年度一般会計予算について、その概要を申し上げまし

た。 
 
次に、令和５年度各特別会計及び各公営企業会計予算を申し上げま

す。 
ケーブルテレビ事業特別会計については、前年度比２．９％、１，

２９５万４千円の増とし、歳入歳出総額を４億６，７２２万４千円と

しました。ケーブルテレビ整備事業費については、１億７６９万４千

円を計上し、猪尾、三川地区の光ケーブル化工事に要する経費を計上

しました。公債費では、令和元年度の借入れ元金の償還が開始したこ

とから償還元金が大幅な増となっています。 
国民健康保険特別会計では、前年度比５．５％、２億３，０１２万

４千円の減とし、歳入歳出総額を３９億３，６６３万６千円としまし

た。被保険者見込人数の減に伴い保険給付費は減額となっています。 
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後期高齢者医療特別会計では、前年度比７．７％、３，５１０万６

千円の増とし、歳入歳出総額を４億９，１４２万５千円としました。

被保険者数の増により、大分県後期高齢者医療広域連合へ納付する保

険料等の負担金が増額となっています。 
介護保険特別会計では、前年度比０．５％、１，８６７万９千円の

減とし、歳入歳出総額を３８億５，０７１万９千円としました。利用

者数の減に伴い保険給付費等が減額となっています。 
農業集落排水事業特別会計では、前年度比５．８％、８５１万４千

円の減とし、歳入歳出総額を１億３，７７９万７千円としました。地

方公営企業法適用支援業務委託料の減に伴い減額となっています。 
水道事業会計では、料金改定により、収益的収入を５億９，３３５

万９千円としました。収益的支出では、物価高騰に伴う電気料、上水

用薬品代などの増、委託方式の見直し等により、５億７，２３６万５

千円としました。資本的支出では、中平久保
な か ひ ら く ぼ

畑
ばた

線
せん

、佐田
さ だ

線
せん

などの配水

管布設替工事、浄水場更新工事を含む４億１，７０８万５千円としま

した。収益的支出と資本的支出の合計では、９億８，９４５万円とし、

前年度比１７．０％、１億４，３７４万４千円の増となっています。 
工業用水道事業会計では、収益的支出を９９４万６千円、資本的支

出を１，５０８万円としました。収益的支出と資本的支出の合計では、

２，５０２万６千円とし、前年度比２．３％、５９万９千円の減とな

っています。 
下水道事業会計では、収益的収入は、他会計負担金・補助金、長期

前受金戻入益が減になることから、６億４，５８２万５千円としまし

た。収益的支出は、施設管理等委託料、減価償却費、企業債償還利息

の減により、６億４，０３３万１千円としました。資本的支出では、

立石汚水幹線整備工事、三川雨水ポンプ場建設工事、終末処理場のス

トックマネジメント対策計画策定委託業務などを含む６億８，５２６

万４千円としました。収益的支出と資本的支出の合計では、１３億２，
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５５９万５千円とし、前年度比０．８％、１，０９６万７千円の減と

なっています。 
最後に、市立山香病院事業会計については、医業収益、一般会計負

担金、訪問看護収益等の増額により、収益的収入を３２億８，３２６

万２千円としました。収益的支出では、物価高騰に伴う薬品、診療材

料、光熱費、燃料費などの増を見込み、３２億８，３２６万２千円と

しました。資本的支出では、外科手術システム、白内障手術装置、直

流電源装置の更新を含む３億７，５５３万５千円としました。収益的

支出と資本的支出の合計では、３６億５，８７９万７千円とし、前年

度比１．３％、４，６１５万４千円の増となっています。 
 

続きまして、議案第１１号から議案第１７号までの令和４年度各会

計補正予算について説明を申し上げます。 
 
はじめに、令和４年度杵築市一般会計補正予算（第１３号）ですが、

今回の補正は、事業費の決算見込みに伴う精算と国、県の補正予算に

関連する補助事業の計上及び精算に伴う基金への積立が主なものです。 
補正額としましては、３，４１３万８千円を減額し、補正後の予算

の総額を２０９億９９８万３千円とするものです。 
主なものを申し上げますと、まず歳入では、固定資産税、市たばこ

税の収入増が見込まれるため、市税は１，０００万円増額しました。

法人事業税交付金８１０万円、地方消費税交付金４，８７０万円それ

ぞれ増額を見込み、地方交付税については、再算定による追加交付１

億２，１７４万６千円を計上しました。国庫支出金は、マイナンバー

制度推進事業、道路メンテナンス事業、災害復旧事業等に係る事業費

の決算見込みにより、７，３２８万４千円を減額しました。県支出金

は、国の補正予算による採択に伴い、令和５年度に計画している事業

の一部を前倒しで実施する地籍調査事業、農林水産事業、災害復旧事
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業等に係る事業費の決算見込みにより、１，７４９万６千円を増額し

ました。繰入金は、歳出額の減に応じて財政調整基金繰入額を８，８

０８万円減額し、未来戦略推進プランの目標である基金残高２０億円

を確保し、２５億９，８０４万４千円としました。市債については、

事業費の決算見込みにより、６，２３０万円を減額しました。 
 
歳出では、職員人件費調整による減額と早期退職者等の増により職

員退職金を２，２１４万円増額、「大田地域のガソリンスタンド継続

事業」の趣旨に賛同した企業からの「企業版ふるさと納税」制度によ

る寄附金を大田ふるさとづくり協議会へ給付する経費３００万円、国

の補正予算による採択に伴う地籍調査費９，９８３万５千円、送迎用

バスへの置き去り防止のためのブザーの設置等に対して助成する経費

７０万円、燃料費高騰によるごみ処理業務委託料１３７万８千円の増

額、経営体育成基盤整備事業（企業参入）負担金１，０１５万円の増

額、施設園芸の設備のＬＥＤ等の省エネルギー化に対して助成する経

費１，３６５万５千円、捕獲頭数が当初見込頭数を上回る見込みであ

るため、有害鳥獣捕獲事業４４８万１千円の増額を計上しました。事

業の確定により、県施行の農業土木事業、土木事業、急傾斜地崩壊対

策事業は、事業費の調整をしています。災害復旧費については、農地

等災害復旧費は２，７６１万７千円の減額、農業用施設等災害復旧費

においては台風１４号で被災した農業用施設の復旧費に対して補助す

る経費２，０９３万２千円を新たに計上し、公共土木施設災害復旧費

は４，０８２万７千円を減額しました。 
 
次に、杵築市ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（第３号）につ

いては、ＦＴＴＨ化更新に係る工事請負費等の減により１，４３８万

９千円減額し、補正後の歳入歳出総額を４億６，１２３万５千円とし

ました。 
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次に、杵築市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）については、

療養給付費の減に伴い、３億５，３０８万４千円減額し、補正後の歳

入歳出総額を３９億２，４４６万５千円としました。 
次に、杵築市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）について

は、保険料収納の見込み増により、１，８０２万１千円増額し、補正

後の歳入歳出総額を４億７，５０４万７千円としました。 
次に、杵築市介護保険特別会計補正予算（第２号）については、介

護サービスの需要が減少する見込みであるため、７，３３４万４千円

減額し、補正後の歳入歳出総額を３９億７５１万９千円としました。 
次に、杵築市下水道事業会計補正予算（第３号）については、資本

的収入において、ストックマネジメント対策工事委託業務の増額によ

り、起債対象事業費が増加したため、企業債を９０万円計上しました。 
次に、杵築市立山香病院事業会計補正予算（第５号）については、

収益的収入と資本的収入において、国、県の補助金、一般会計からの

繰入額、企業債の確定額を計上しました。資本的支出においては、医

療機器の購入や施設整備に係る経費などの確定により減額補正しまし

た。 
また、一般会計及びケーブルテレビ事業特別会計で翌年度への繰越

明許の設定も行っています。 
 

以上、令和４年度一般会計及び各特別会計補正予算について、その

概要を申し上げました。 
 
続きまして、条例議案について、説明を申し上げます。 
 
まず、議案第１８号 市議会議員の附属機関等委員への選任廃止に

伴う関係条例の整備については、法令に特別の定めがある場合又は設

置目的から選任が不可欠である場合を除き、議員を附属機関等の委員
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に選任しないことについて、関係条例の整備をするため、所要の改正

を行うものです。 
 
次に、議案第１９号 杵築市個人情報保護法施行条例の制定につい

ては、個人情報の保護に関する法律の一部改正により、改正後の法律

が地方公共団体にも適用されるため、法律の施行に関し必要な事項な

どを定めるものです。 
 
次に、議案第２０号 杵築市職員の給与の特例に関する条例の一部

改正については、本市の財政状況を鑑み、職員の給料月額を減額する

ため、所要の改正を行うものです。 
 
次に、議案第２１号 杵築市職員の特殊勤務手当に関する条例の一

部改正については、動物の死骸処理業務に従事した職員に対する特殊

勤務手当を新設するため、所要の改正を行うものです。 
 
次に、議案第２２号 ふるさと杵築応援基金条例の一部改正につい

ては、企業版ふるさと納税を基金として積み立て、事業に有効活用す

るため、所要の改正を行うものです。 
 
次に、議案第２３号 杵築市立大田こども園条例及び杵築市子ども 

・子育て会議条例の一部改正については、こども家庭庁設置法の施行

により、関係法律の整理に伴い影響する規定について、所要の改正を

行うものです。 
 
次に、議案第２４号 杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部改正については、児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準等の改正による、児童の安全確保に関する
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計画策定及びバス送迎に当たっての安全管理徹底に係る規定の追加な

ど、所要の改正を行うものです。 
 
次に、議案第２５号 杵築市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正については、民法

等の改正による懲戒権に関する規定の削除など、所要の改正を行うも

のです。 
 
次に、議案第２６号 杵築市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の利用者負担額に関する条例の一部改正については、保育料無

償化対象者を拡充し、認可施設の保育料を完全無償化するなど、所要

の改正を行うものです。 
 
次に、議案第２７号 杵築市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部改正については、民法等の改正による懲

戒権に関する規定の削除、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

等の改正による乳幼児の安全確保に関する計画策定及びバス送迎に当

たっての安全管理徹底に係る規定の追加など、所要の改正を行うもの

です。 
 
次に、議案第２８号 杵築市国民健康保険条例の一部改正について

は、健康保険法施行令等の改正に伴い、出産育児一時金の支給額を改

めるため、所要の改正を行うものです。 
 
次に、議案第２９号 杵築市企業立地促進条例の一部改正について

は、条例の効力の期限を延長することで引き続き企業誘致を促進する

ため、所要の改正を行うものです。 
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続きまして、一般議案について、説明を申し上げます。 
 
まず、議案第３０号 杵築市山香温泉風の郷の指定管理者の指定に

ついては、同施設の指定管理者に「一般社団法人 やまが地域創生機

構」を指定することについて、地方自治法２４４条の２第６項の規定

により、議会の議決を求めるものです。 
 

次に、議案第３１号 市道の路線廃止及び路線認定については、猪
いの
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年
とし
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だ

線
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いしぼとけ
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の路線認定をするため、道路法第１０条第３項及び道路法

第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるものです。 
 

以上、提出いたしました予算議案１７件、条例議案１２件、一般議

案２件について、説明を申し上げました。 
 
何とぞ、慎重審議のうえ、ご賛同いただきますようお願い申し上げ

ます。 
 

それでは、報告第１号から報告第１０号までについて、説明を申し

上げます。 
 
まず、報告第１号 令和４年度杵築市一般会計補正予算（第１２号 

）の専決処分の承認を求めることについては、ふるさと納税に係る寄

附金の増加に伴う返礼品等の経費、国の「マイナポイント第２弾」の

対象となるマイナンバーカードの申請期限の延長に伴うマイナポイン

トの説明を行う特設ブースを設置する経費及び出産・子育て応援交付

金の支給に係る管理や伴走型相談支援で把握した支援対象者の情報管
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理等を行うためのシステム改修費が早急に必要であったため、地方自

治法第１７９条第１項の規定により専決処分しましたので、同条第３

項の規定により議会に報告し、承認を求めるものです。 
 
次に、報告第２号 杵築市水道事業給水条例の一部を改正する条例

の専決処分の承認を求めることについては、消費税等に関する規定追

加のため、所要の改正について、地方自治法第１７９条第１項の規定

により専決処分しましたので、同条第３項の規定により議会に報告し、

承認を求めるものです。 
 

次に、報告第３号から報告第１０号までの、専決処分の報告につい

ては、本市が相手方に与えた委託料未払に起因する損害賠償の額の決

定について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分しま

したので、同条第２項の規定により議会に報告するものです。 
  
何とぞ、よろしくお願い申し上げます。 
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